
平成 26 年度 第 1 回車両安全対策検討会 

平成 26 年 6 月 17 日 

 
 安全－資料２ 

今後の車両安全対策の推進に係る検討方針（案） 

 
１．はじめに 

 交通事故死者数・死傷者数の推移と政府目標の関係（図 1)が示すように，平成 27 年は，

第 9次交通安全基本計画の目標年，かつ交通政策審議会報告書の数値目標（以下，「交政

審目標」という．）年の中間年にあたる．これらの区切りとなる年に向けて，車両安全対

策を推進してきた効果を事後的にレビューする必要がある．図 1の平成 25 年の実数値と

の関係を見ると，死者数低減の目標達成が厳しい状況であり，第 10 次交通安全基本計画

の策定を見据えつつ，目標達成のために取り組むべき課題を早期に抽出することが重要で

ある． 
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図 1．交通事故死者数・死傷者数の推移と政府目標の関係 
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また，平成 23 年 6 月にとりまめられた交政審目標を達成するため，平成 25 年度第 3回

車両安全対策検討会において，車両安全対策の効果予測結果1)がまとめられた．この中で，

特段の措置を講じない限り，交政審目標を達成できないことが予測されたため，12 項目

の安全対策（図 2)が優先度の高い対策としてとりまとめられた． 

平成 25 年度の検討会では，12 項目以外の車両安全対策の可能性について引き続き検討

が必要であることが指摘された．また，今後の安全対策の推進においては，死者数削減効

果とともに，対策のための費用についても考慮することが望ましいとの指摘があった． 

 

安全対策 普及促進策 目標時期 備考

【参考】
導入効果（人）

差分
100%
普及

前方障害物衝突被害軽減制動制御装置
（対人）

アセスメント 平成28年
今後の性能向上の余地が大きいと考えられることから、
アセスメント評価を通して普及促進を図る。

220 763

前方障害物衝突被害軽減制動制御装置
（対物）

アセスメント 平成26年
乗用車について、今後も性能向上の余地が大きいと考え

られることから、アセスメント評価を通して普及促進を
図る。

21 68

対歩行者エアバッグ
（Aピラー・窓枠等の頭部保護対策）

装備義務化 -
Aピラー、窓枠等歩行者頭部保護基準から対象外とされ
ていた部位についても、技術的に確立されたことから、
早期の義務化について検討する。

17 61

シートベルトリマインダー

装備義務化 -
乗用車の運転席については、既に基準化されており、技
術的に確立されていることから、早期の義務化を検討す
る。比較的大きな効果が見込まれることから、助手席・
後席については、アセスメントでの評価を実施するとと
もに、早期の基準化を検討する。

8 81

アセスメント 平成23年

カーブ進入速度注意喚起装置
装備義務化

or
アセスメント

- 装備義務化またはアセスメントについて検討する。 12 53

オートライト 装備義務化 -
技術的に確立されており、早期の義務化について検討す
る。

10 89

被追突防止警報・
ヘッドレスト制御装置

装備義務化
or

アセスメント
- 装備義務化またはアセスメントについて検討する。 12 41

夜間前方歩行者注意喚起装置 アセスメント 平成28年
今後の性能向上の余地が大きいと考えられることから、
アセスメント評価を通して普及促進を図る。

107 380

二輪車用コンビブレーキ付
アンチロックブレーキ

装備義務化 -
既に基準化されており、技術的に確立されていることか
ら、早期の義務化を検討する。

12 201

ふらつき注意喚起装置 アセスメント 平成28年
乗員の状態検知機能については、今後の性能向上の余地
が大きいと考えられることから、アセスメント評価を通
して普及促進を図る。

36 140

車線逸脱警報装置

装備義務化 - 大型車については、既に基準化されており、技術的に確
立されていることから、早期の義務化を検討する。乗用
車については、アセスメントでの評価を実施するととも
に、早期の基準化を検討する。

35 125

アセスメント 平成26年

車間距離警報装置 アセスメント 平成28年
今後の性能向上の余地が大きいと考えられることから、
アセスメント評価を通して普及促進を図る。

23 96

 
＊ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
効果が期待される対策

 

図 2．12 項目の安全対策（平成 25 年度 第 3回車両安全対策検討会資料より） 

 
1) 現状の安全対策の普及が進むことにより，平成 32 年までに削減できる交通事故死者数（平成 22 年比）は
733 人であり，それを除いて効果が大きいと考えられる追加の安全対策により削減できる交通事故死者数は
513 人と予測（何れも重複含）された．なお，これら予測結果は削減効果を積算した推測であり，効果の重
複や高齢化等による事故の増加分等に応じて変化すると考えられる． 

＊：導入効果の差分とは，継続車を含めた全ての自動車(新型自動車，継続生産車，継続車)に適用した場合(100%
普及時)，あるいは，平成 29 年以降に製作させる全ての自動車に適用した場合(H29 から 100%)と，従来のま
ま追加の対策を行わなかった場合の効果の差分を表わす． 
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２．検討内容 

 これらの背景を踏まえ，平成 26 年度においては，①車両安全対策の効果の事後評価，

②更なる車両安全対策の可能性に関する検討，③費用対効果分析に関する検討，の３点に

ついて議論することとしたい． 

 なお，上記の検討内容は，今後見込まれる第 10 次交通安全基本計画の策定のために必

要な項目であるとともに，第 9次交通安全基本計画で示された「究極的には交通事故のな

い社会」の実現に向けた取組みに大きく貢献することが考えられる． 

 

 

３．具体的な検討方法 

３．１ 車両安全対策の効果の事後評価 

（１）事後評価を実施する対策の選定 

 政府目標や交政審目標の中間年を迎えるにあたり，車両安全対策を推進してきた効果を

事後的にレビューすることが必要である．本年度においては，事後評価を実施する対策と

して，従来の事後評価を実施している対策に加えて，新規の事後評価を実施する対策を以

下に示す二つの条件にしたがって選定する． 

  
 ＜事後評価を実施する対策の選定条件＞ 
   ①装備の義務化が決定されている対策 
   ②対策及び効果に関するデータが収集可能な，新型生産車への装備義務化の適用が平

成 25 年以前の対策 
 ＜被害軽減対策：8対策＞ 

   ○フルラップ前面衝突基準      

   ○オフセット前面衝突基準      

   ○側面衝突基準           

   ○歩行者頭部保護基準        

   ○大型車後部突入防止装置      

   ●大型車前部潜り込み防止装置    

   ●シートベルトリマインダ(運転席)  

   ●歩行者脚部保護基準        

 ＜予防安全対策：3対策＞ 

   ○中型トラクタ ABS           

   ○ハイマウントストップランプ    

   ●ESC(横滑り防止装置)        

 

（○：従来の事後評価を実施している対策，●：新規に事後評価を実施する対策） 
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（２）新規に事後評価を実施する対策に関し考慮すべき事項 

  新規に事後評価を実施する対策については，新たに評価方法を検討する必要がある．そ

れぞれの対策において考慮すべき事項は以下の通りである． 

 

・大型車前部潜り込み防止装置 

   従来の事後評価を行っている被害軽減対策と整合のとれた評価方法となることが必 

  要である． 

 

・シートベルトリマインダ(運転席) 

 シートベルト非装着状態の運転者に装着を促すことが装置の効果であるが，シートベ

ルトの装着を促したことによる効果単体を表わすような評価方法となることが必要で

ある．例えば，死亡を防いだ要因を前面衝突基準などによる車体の安全性向上の影響を

考慮して評価を行うことが考えられる．また，装置の効果を評価する対象は死亡だけで

はなく，重傷や軽傷も対象となるため，それぞれの評価対象に対する効果を定義した上

で装置の効果として算出することが必要である． 

 

 ・歩行者脚部保護基準 

 脚部保護対策の主な効果が歩行者の脚部の重傷を防ぐことであるため，対策と未対策

の車両が同様の条件で歩行者と衝突した場合に重傷率がどのように変化するかなどが

分析できる評価方法となることが必要である．このとき，交通事故統合データベースに

記録されている人身損傷主部位に基づく事故の抽出・重傷率の算出によって歩行者脚部

保護基準の効果を適切に表しているか確認する必要がある． 

  

 ・ESC(横滑り防止装置) 

 基準化よりも前にオプション等によって装備していた車種が存在するために対策と

未対策の車両の分離が困難であること，事故発生時の ESC 作動の有無が不明であること

などを考慮した適切な評価方法となることが必要である．例えば，年式によって装備の

有無を確実に分離できる車種のみに限定するか，装備している車種をできるだけ多く対

象とするかのどちらかを実施することが考えられる．この場合，交通事故統合データベ

ースと安全デバイスデータの関連づけられていることが実施する条件となる．また，米

国の FARS データを利用した死者数削減の効果評価など国内外の知見を参考にする． 
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（３）事後評価結果のアウトプット 

 事後評価を実施した結果は，表 1(被害軽減対策)，表 2(予防安全対策)が示すように死

者数，負傷者，事故件数に関する低減効果として算出する． 

 

表 1. 事後評価結果のイメージ(被害軽減対策) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

未対策 対策 未対策 対策 未対策 対策 未対策 対策 未対策 対策 未対策 対策

フルラップ前面
衝突基準

オフセット前面
衝突基準

側面衝突基準

歩行者頭部保護
基準

大型車後部突入
防止装置

大型車前部潜り
込み防止装置

シートベルトリ
マインダ(運転席)

歩行者脚部保護

基準*

項目

規制
対象
車数
[台]

効果

致死率[%] 重傷率[%]
死者数[人]

(運転席のみ)
重傷者数[人]
(運転席のみ)

死者数[人]
(全席)

重傷者数[人]
(全席)

継
続

新
規

被
害
軽
減
対
策

* 歩行者脚部保護基準は，主に歩行者の重傷を防ぐことを意図しているため用いる指標・データが変わる 

 

表 2. 事後評価結果のイメージ(予防安全対策) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未対策 対策 未対策 対策 未対策 対策 未対策 対策 未対策 対策

中型トラクタ
ABS

ハイマウントス
トップランプ

新
規

ESC(横滑り防止
装置)

規制
対象
車数
[台]

効果

事故率
[1,000台
あたり]

負傷率
[1,000台
あたり]

事故件数[件]
負傷者数[人]
(運転席のみ)

負傷者数[人]
(全席)

予
防
安
全
対
策

継
続

項目
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３．２ 更なる車両安全対策の可能性に関する検討 

 図 3 は，平成 25 年度にリストアップした効果予測の候補の対策のうち実施・未実施の

対策を表している．実施できるかどうかについては，図中の①～③の 3つの課題があるか

どうかによって判断した．平成 26 年度は，新たな効果予測に関する可能性を探るため，

効果予測が未実施の対策をはじめとした様々な対策について改めて検討する．その場合，

他の機関が実施した効果予測のデータを活用する． 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 側面衝突用エアバッグ

• スマートレストレイント
• 対歩行者エアバッグ
• 二輪車用エアバッグ
• 大型車前部潜り込み防止装置

• シートベルトリマインダ
• 事故自動通報装置

• 横滑り防止装置
• 配光可変型前照灯
• オートライト
• ドライバ覚醒状態検知(居眠り、注意力低下など)
• 自動防眩バックミラー
• ヘッドアップディスプレイ
• 二輪車コンビブレーキ付アンチロックブレーキ
• 二輪車側面反射板

＜効果予測の実施可否に関わる課題＞
① 当該安全対策の対象とする事故の抽出が可能か（安全対策の対象）
② 対策の効果を算出できるか（安全対策の有効性）
③ 普及率を推計できるか（安全対策の普及率）

＜効果予測の候補となる対策＞

※取り消し線：平成25年度に予測を実施した対策

平成26年度：課題への対応策を検討し，新たな効果予測の可能性を探る

図 3．効果予測の実施状況と実施可否に影響する課題 

 

 

 また，昨年同様，上記の効果予測の候補の対策が対象とする事故を抽出するための条

件(衝突状況，発生地点など)を検討し，抽出に必要な条件と交通事故統合データベース

の対応状況を整理する． 
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３．３ 費用対効果分析に関する検討 

 現在，車両安全対策を行うにあたっては，事故実態の把握・分析，安全対策の実施及び

対策の効果評価を連動させる自動車安全対策のマネジメントサイクルの考え方を踏まえ

ながら推進している．ただし，効果を得るための費用面からの評価については，必ずしも

検討が十分ではないとの指摘がある．このような現状に鑑み，今後更なる死者数の削減を

目指すにあたり，より優先度を明確にし，より効率的な効果を着実に実施していくため，

平成 25 年度の検討会での指摘事項を踏まえ，本検討会において，費用対効果の分析に関

する検討を行う．この検討は，将来検討されると想定される第 10 次交通安全基本計画に

も資すると考えられる． 

具体的には，欧米における車両安全対策の推進に関する動向を調査し，日本における費

用対効果分析のあり方を検討する．その際，(1)効果予測の手法，(2)効果評価の手法，(3)

費用対効果分析の手法，(4)欧米における費用対効果手法の位置づけを調査対象に含める．

一例として，euroFOT(European Field Operational Test)と NHTSA の ACAT(Advanced Crash 

Avoidance Technology) Program(図 4)が考えられる． 

 

 

 EuroFOT NHTSA

CBA：Cost Benefit Analysis

SIM：Safety Impact Methodology
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4. 海外の効果評価・効果予測の実施例（euroFOT*，NHTSA**） 

 

*euroFOT の目的: 先進的な車両安全装置の効果を実運転環境下で評価すること，ドライバの運転行動・ユー 

 ザの受容性を評価すること，ヨーロッパにおける安全性・効率性・環境性のインパクトについて実運転環境 

 で取得したデータから評価することである． 

**NHTSA ACAT Program の目的: 安全対策に期待される効果の評価手法を正式なものとすること，先進的な安 

 全装備の性能を予測すること，安全装置のもたらす利益を予測する方法論によって客観的なテストの結果を 

 どのように活用するかを実証することである． 
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＜参考資料の候補＞ 

✔Rino Brouwer; euroFOT: ADAS on the road, Starting and Implementing a Field Operational Test, 

2008 

 →euroFOT のプロジェクトの概要 

 

✔euroFOT; Analysis methods for user related aspects and impact assessment on traffic safety, 

traffic efficiency and environment, 2011 

 →euroFOT の効果評価に関する考え方・具体的な手法 

✔euroFOT; Overall Cost-Benefit Study, 2012 

 →euroFOT におけるコストベネフィット分析に関する考え方・手法 

 

✔ NHTSA; Advanced Crash Avoidance Technologies(ACAT) Program -Final Report of the 

Volvo-Ford-UMTRI Project: Safety Impact Methodology for Lane Departure Warning- Method 

Development And Estimation of Benefits, 2010 

 

✔NHTSA; Advanced Crash Avoidance Technologies(ACAT) Program -Final Report of the GM-VTTI 

Braking Crash Countermeasures Project, 2011 

 →NTHSA の効果評価に関する考え方・具体的な手法，安全性のベネフィット分析に関する手法 

 →車線逸脱警報・衝突被害軽減ブレーキを対象としたプロジェクト 

 

 ＜euroFOT における費用対効果の分析例＞ 

  ・ACC(アダプティブクルーズコントロール)と FCW(前方障害物衝突警報装置)を併せた 

   システムの費用対効果を評価している． 

  ・死者，負傷者，死亡事故，負傷事故あたりの損失額(表 3.1)を採用しており，死者 1 

   人あたり 160 万ユーロ，負傷者 1人あたり７万ユーロとしている． 

  

表 3.1 死者や死亡事故あたりの損失額 

 

 

 

 

 

 

 

  ・100％普及と 10％普及の 2 条件で普及台数と 1 台あたりのシステムの費用を算出し， 

   100％普及は 112 ユーロ／台，10％普及は 166 ユーロ／台としている(表 3.2)． 
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表 3.2 ACC＋FCW の費用の算出(上：100％普及，下：10％普及を仮定) 

＜100％普及時＞ 

 

 

 

＜10％普及時＞ 

 

 

 

 

  ・費用対効果の比を効果(小)・(大)の 2条件で表 3.3 のように算出している．100％普 

   及・効果(小)の比が 0.51 に対して，10％普及・効果(小)の比が 0.54 であり，効果が 

   小さい場合は普及の度合いの小さい方の費用対効果が大きいことを示している． 

 

表 3.3 ACC＋FCW の費用対効果の比の算出 

＜100％普及時，効果(小)・効果(大)の前提条件で算出＞ 

 

 

 

 

＜10％普及時，効果(小)・効果(大)の前提条件で算出＞ 

 

 

 

 

 

  ・さらに，表 3.4 に示しているように普及率(5, 10, 25, 50, 75, 100%)や経済状況(5%,  

   10%, 20%)の影響を考慮して費用対効果の大きさを比較している． 

 

表 3.4 普及率および経済状況を組み合わせた条件別の費用対効果比の一覧 
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